
令和　　８年　〇月　〇日 

邑南町長　大屋　光宏　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）邑南町矢上〇〇番地 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名又は屋号　〇〇株式会社　〇〇 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）代表取締役 邑南太郎 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名　〇〇事業所 

 

邑南町中小企業・小規模事業者人材確保支援金申請（誓約書）兼請求書 

 

　邑南町中小企業・小規模事業者人材確保支援金の交付を受けたいので、下記のとおり関

係書類を添えて申請します。また、審査後に交付が決定されたときは、下記に指定する口

座に振り込んでください。 

 

１　請求金額　　　　　　　　　　　　６５　万円　　 

 

２　支援金　計算書 

 

３　下記について確認し、(1)～(3)を請求の際に添付してください。 

 

 

 

 

 年代別加算 雇用保険加入者数 支援金 計

 町民（20 代） ２人 １０万円/人 ２０万円

 町民（30 代） １人 　８万円/人 ８万円

 町外在住（20 代） １人 　６万円/人 ６万円

 町外在住（30 代） ２人 　５万円/人 １０万円

 外国人加算 １人 　６万円/人 ６万円

 計（上限額 100 万円） ５０万円

 基本額（１事業者につき） １５万円

 合計 ６５万円

 必須 確認事項

 
☑

(1)支援金の振込を受ける金融機関の通帳の写し 

（金融機関名、支店、口座種別、口座番号、口座名義人が確認できるもの）

 

☑

(2)雇用保険被保険者一覧（①氏名、②生年月日③被保険者資格取得年月日が記載の

一覧） 

ハローワークで「雇用保険適用事業所情報提供請求書」（別紙）にて請求可能 

※生年月日順が望ましい 

※写し可 

※請求日時点のもの

 
☑

(3)対象職員の住所が記載された確認書類（以下に掲げるいずれかのもの） 

・「給与所得等に係る町民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の決定・変更通知書」 

・マイナンバーカード（表面）や運転免許証の写し　　　　　　　　　　　　　など

 

☑

(4)①②のいずれにも該当しない場合にチェックを入れてください。 

①申請日以降で令和 8年度内に雇用予定がある 

②申請日に雇用して 3か月未満の 20 代 30 代職員・外国人職員がいる 

※①②のいずれかに該当する場合は、申請前に産業支援課までご連絡ください。

２　支援金の合計金額を記入

法人名とは別に 
事業所名がある場合に記入

確認後にチェ

ックを入れる



４　(1)貴事業所の業種等についてお聞かせください。（その他の業種は具体的に記入） 

　　＊常時使用する従業員…会社役員や個人事業主を除く常態として使用する労働者（非正規従業員を含む）のこと。 
＊該当する業種がわからない場合、チラシ二次元コードの邑南町 HP から業種一覧をご確認ください。 

 

(2)貴事業所における人材確保に関する課題を教えてください。（任意） 

 

５　振込先口座 

 

６　担当者等　連絡先 

 

７　誓約・同意事項 

　　私は、邑南町中小企業・小規模事業者人材確保支援金（以下「支援金」という。）の

交付申請を行うにあたり、次に掲げる事項について誓約・同意します。この誓約に違反

したことにより、当該支援金を返還することになっても、異議は一切申し立てません。 

　　　※この申請書の提出をもって上記事項に誓約・同意したものとします。

 業種（該当するものを〇で囲む） 資本金の額又は出資の総額 従業員の数

 ①製造業・建設業・運輸業

円

常時使用する従業員の数

 ②卸売業

人  ③サービス業

 ④小売業 その他、日雇い・季節的雇用の従業員の数

 ①～④を除くその他の業種 
記入→（　　　　　　　　　　　） 人

 

 
職・氏名 邑南花子

 
連絡先 ０８５５-〇〇-〇〇〇〇

 
E-mail 〇〇〇〇〇〇＠〇〇.〇〇

 【誓約・同意事項】 

・当該事業の要綱に規定される支援金の対象者で、不交付要件には該当しません。 

・支援金の交付要件等を審査するため、邑南町が必要な公簿等の確認、必要な資料を他の

行政機関等に求めることに同意します。 

・支援金の交付要件を確認するため、邑南町職員による関係書類の提出、指導、事情聴

取、立入検査等の調査に応じます。 

・交付決定後、申請兼請求書の不備による振込不能等の事由により支払いができず、邑南

町が申請者に連絡及び確認できない場合には、邑南町は当該申請が取り下げられたもの

とみなします。 

・支援金の交付後、対象事業者の要件に該当しないことが判明した場合、もしくは不交付

要件に該当すると判明した場合には、受給した支援金を返還します。 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団に該当

せず、今後においても暴力団との関係を持つ意思はありません。

 金融機関名 支店名 種目 口座番号

 〇〇銀行 
金庫 
組合

本店 
〇〇支店 

出張所 普通 〇〇〇〇〇〇〇〇

 金融機関番号　〇〇〇〇 店番号　〇〇〇

 
ゆうちょ銀行

通帳記号 通帳番号

 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇

 口座名義（カナ） 〇〇〇〇（〇〇〇〇〇〇〇〇）

銀行またはゆうちょ銀行の口座情報を記入 
＊JAの口座をお持ちの場合は JA口座を記入


